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 昨今、革新的かつ非常に高額な医薬品が登場しているが、こうし

た医薬品に対して、現在の薬価制度は柔軟に対応できておらず、国

民負担や医療保険財政に与える影響が懸念されている。 

 「国民皆保険の持続性」と「イノベーションの推進」を両立し、

国民が恩恵を受ける「国民負担の軽減」と「医療の質の向上」を実

現する観点から、薬価制度の抜本改革に向け、ＰＤＣＡを重視しつ

つ、以下のとおり取り組むものとする。 

  

１．薬価制度の抜本改革 

 

（１）保険収載後の状況の変化に対応できるよう、効能追加等に伴

う一定規模以上の市場拡大に速やかに対応するため、新薬収載

の機会を最大限活用して、年４回薬価を見直す。 

 

（２）市場実勢価格を適時に薬価に反映して国民負担を抑制するた

め、全品を対象に、毎年薬価調査を行い、その結果に基づき薬

価改定を行う。 

そのため、現在２年に１回行われている薬価調査に加え、そ

の間の年においても、大手事業者等を対象に調査を行い、価格

乖離の大きな品目(注)について薬価改定を行う。 

（注）具体的内容について、来年中に結論を得る。 

また、薬価調査に関し、調査結果の正確性や調査手法等につ

いて検証し、それらを踏まえて薬価調査自体の見直しを検討し、

来年中に結論を得る。 

    

（３）革新的新薬創出を促進するため、新薬創出・適応外薬解消等

促進加算制度をゼロベースで抜本的に見直すこととし、これと

あわせて、費用対効果の高い薬には薬価を引き上げることを含

め費用対効果評価を本格的に導入すること等により、真に有効

な医薬品を適切に見極めてイノベーションを評価し、研究開発

投資の促進を図る。 



   なお、費用対効果評価を本格的に導入するため、専門的知見

を踏まえるとともに、第三者的視点に立った組織・体制をはじ

めとするその実施のあり方を検討し、来年中に結論を得る。 

 

 

２．改革とあわせた今後の取組み 

 

（１）薬価算定方式の正確性・透明性を徹底する。具体的には、製

薬企業にとって機密性の高い情報に配慮しつつ、薬価算定の根

拠の明確化や薬価算定プロセスの透明性向上について検討し、

結論を得る。また、特に高額医薬品等について、制度の差異を

踏まえつつ外国価格をより正確に把握するなど、外国価格調整

の方法の改善を検討し、結論を得る。 

 

（２）薬価制度の改革により影響を受ける関係者の経営実態につい

ても機動的に把握し、その結果を踏まえ、必要に応じて対応を

検討し、結論を得る。 

 

（３）我が国の製薬産業について、長期収載品に依存するモデルか

ら、より高い創薬力を持つ産業構造に転換するため、革新的バ

イオ医薬品及びバイオシミラーの研究開発支援方策等の拡充

を検討するとともに、ベンチャー企業への支援、後発医薬品企

業の市場での競争促進を検討し、結論を得る。 

 

（４）安定的な医薬品流通が確保されるよう、経営実態に配慮しつ

つ、流通の効率化を進めるとともに、流通改善の推進、市場環

境に伴う収益構造への適切な対処を進める。特に、適切な価格

形成を促進するため、単品単価契約の推進と早期妥結の促進に

ついて効果的な施策を検討し、結論を得る。 

 

（５）評価の確立した新たな医療技術について、費用対効果を踏ま

えつつ国民に迅速に提供するための方策の在り方について検

討し、結論を得る。 

 


